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経済 論叢(京 都大学)築 上64巻第3号,1999年9月

情 報 経 済 学 の 可 能 性
一 情報革命が変える経済システムー

吉 田 和 男

1情 報化の流れと経済の変化

「高 度情 報 化 社 会 の到 来 」 とい う言 葉 は す で に 二 十 年 ほ ど前 か ら聞 か さ れ て

い た 。 しか しなが ら,か つ て の情 報 化 に関 す る議 論 で は 高 度 情 報 化社 会 の 内容

は 明確 で な く,「 光 フ ァイ バ ーが た くさん 売 れ る」 とか 「電 話 代 が 安 くな る」

とい っ た 程 度 の話 で あ っ た。 と こ ろが,.1990年 代 に な っ て ア メ リカ で の イ ン

ター ネ ッ トな どの広 大 な情 報 通 信 ネ ッ トワ ー クの 構 築,新 しい ソ フ トウエ アの

開 発 に よ る情報 通信 の容 易 な利 用 が 急 速 に進 み,個 人 の 生 活 だ けで な く,経 済

.の仕 組 み,ビ ジ ネ ス の 方 法 に おい て も大 きな 変 化 を 生 み 出 して き た。 こ れ に

よ っ て よ うや く高 度 情報 化社 会 の姿 が 見 え る よ うに な.って きた 。.

こ の様 な変 化 は これ まで の 産業 情 報 の あ り方 を一 変 し,18世 紀 イ ギ リ.スにお

け る 産業 革 命 に匹 敵 す る大 きな 変化 が 引 き起 こされ る こ とに な る。 現 在 の 進 展

が ど こまで 進 むか は これ か らの課 題 で あ るが,い わ ゆ る 「情 報 産 業 」 だ けで な

く全 て の 産 業 に お い て 形 態 そ の も の に も大 き な 変化 が 引 き起 こ さ れ て い る。

1970年 代 か ら始 ま ったLSIの 開発 な ど半 導 体 技 術 の発 展 に よ り,高 速 情 報 処

理,メ モ リー の 巨大 化,デ バ イ スの廉 価 化 が急 速 に進 み,近 年で は,パ ソコ ン

は 毎 年 で は な く,月.単 位 の モ デ ル ・チ ェ ンジが 行 わ れ る様 に な って い る。 こ う

い つた ハ ー ドウ ェ アの発 展 だ けで な く,デ ジ タ ル信.号処 理技 術 の発 展,ソ フ ト

ウエ ア の 発 展 な ど に よ っ て大 量 の 情 報 を 短 時 間 の 内 に通 信 す る こ とが 可 能 に

な って い る。 これ に伴 って,こ れ まで は考 え られ なか った よ う な分 野 に まで 情
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報 化 が 拡 大 してい る。 と もか く,新 しい技 術 が地 理 学 的条 件 を無 意 味 に し,即

時 に大 量 情 報 の交 換 を可 能 に した 。

か つ て はTSS(タ イ ム ・シ ェ ア リ ング ・シ ス テ ム).に よ る コ ン ピ ュー タ利

用 が 主 流 に な る と信 じ られ て い た 。 す な わ ち,巨 大 コ ンピ ュー タを 中心 に置 き,

・方所 に情 報 を集 中 して
,処 理 す る こ とが 情 報 処 理 コ ス トを低 下 させ,利 用 範

囲 を拡 大 させ る こ とに 通 じて高 度情 報 化 杜.会に な る もの と理 解 され て い た 。

しか し なが ら,現 実 は全 く異 な っ た方 向 に進 んだ 。 コ ン ピュー タ は ダ ウ.ンサ

.イ ジ ン グ化 され,パ ー ソナ ル ユ ー.スに な る。 しか も,こ れ め 能 力 は か つ て の大

型 コ ン ピ ュー タを 超 え る もの に な っ てい る。 そ して,コ ン ピュー タの使 い方 が

大 き く変 わ って きた 。 か つ て はTSSに 加 え,何 で も知 って い る巨 大 な デ ー

タ ・ベ ー ス を 中心 と した カ リバ ー型 ネ ッ トワ ニ クが 将 来 を 支 配す る とい う観 測

が行 わ れ て い た。 コ ン ピュ ー タ問 の通 信 に よ って お 互 い に情 報 を 交換 して,..お

互 い の小 規模 の デ ー タベ ー ス を相 互 利 用 す る こ とで 巨大 な情 報 を人.手で きる よ

うに な った 。 この結 果,ネ ッ ト ・ワ ー ク全 体 が 巨 大 な頭 脳 に な って い る。.すな

わ ち,電 子 メー ル な ど に よ っ て ネ ッ トワー クが 構 築 され る こ とで,ネ ッ ト ・

ワー ク参 加 者 は,「 情 報 を共 有 す る」 こ と に な った ので あ る 。 しか も,プ ロ テ

ク トをか け れ るた め に,特 定 の 者 との 間 で ク ロー ズ ドな メ ンバ ー に限 った 情 報

交 流 を行 う こ とが で き,任 意 の メ ンバ ー に よ るネ ッ トワー クを作 る こ と}ヒな る。.

これ を活 用 す れ ば,情 報 の 売 買 とい うマ ー ケ ッ トを構 築 す る こ と もよ り容 易 に

な っ てい る。

コ ン ビ.ユー タは,情 報 を 蓄積 し,高 速 で 検 索 を行 い,情 報 を思 うよ うに 加 工

で き る。 こ れ が 通 信 と 結 び 付 い た こ と が 大 革 命 と な っ た の で あ る 。LAN

(ロー カ ル ・エ リ ア ・ネ ッ トワー ク.)やWAN(ワ イ ド ・エ リア ・.ネッ トワー

ク)が3ン ピ ュ一 夕相 互 間 を結 び付 け,さ ら に は公 衆 通 信 網 を通 じて,世 界 の

コ ンピ ュー タ と結 び付 き全 体 と して巨 大 な 「頭 脳 」 にな った こ とが情 報通 信 の

革 命 を生 ん だ の で あ る。 す なわ ち,他 人 の 知 識 も情 報 も 自分 の もの と同 じよ う

に使 う こ とが で き,こ の膨 大 な知 識 や 蓄 積 の 上 に創 造 性 を 発揮 す る こ とが で き
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る社 会 とな った。...

コ ン ピュ ー タ と電 気 通 信 が 結 び つ く こ と に よ っ て 生 まれ た 情 報 通 信 革 命 は

1970年 代 に始 ま る電 気 通 信 産 業 の規 制 緩.和に よ り推 進 さ れ る こ と とな った 。 ま

ず は大 きな変 化 が ア メ リ カで 起 こ る こ とに な る"。 ア メ リ カに おい て も通 信 の

規 制 を 行 う必 要 性 か らAT&Tの 独 占 が 認 め ら れ て い た 。 これ に対 して,

1969年 にMCIが 電 気 通 信 業 へ 参 入 す る こ とが 認 め ら れ,1975年 に 同社 の長 距

離通 信 へ の参 入が 認 め られ た。 そ して,ア メ.リカの 電 気 通 信 事 業 の 画 期 的 な転

換 とな る1984年 のAT&Tの 分 割 な どを経 て 規 制 緩 和 が 推進 され る こ とに な

る。 電 気 通信 事 業 の 自由化 と半 導 体 ・コ ン ピュー タの 発 展 は 相 ま って 電 気 通信

事 業 は 画 期 的 な転 換 を迎 え る こ と にな る。新 た に参 入 した 電気 通 信 会社 やAT

&Tの 分 割 で 生 ま れ た 多 数 の 電 気 通 信 会 社 の 競 争 に よ っ て新 た な 電 気 通 信

サ ー ビ スを生 み 出 し,サ ー ビス価 格 の引 き下 げ を行 った の で あ った 。

これ は また,戦 後 の米 ソ対 立 に よ って 生 まれ た 冷 戦 の 中,Cキ ュー ブ ド1シ

ス テ ム を完成 させ た事 と も関連 す る。 大 統 領 が 世界 中 で 展 開 す る ア メ リ カ軍 を

戦 略 的 に動 か す た め に,衛 星 通 信,偵 察 衛 星 な ど を結 びつ けて 「通 信,.指 令,

制御,情 報」 とい った 要素 に 関 して,世 界 中で 膨 大 な デ ー タの 交 換 が で きる よ

う にな る。戦 略 的 な軍 事 行 動 を行 う一ヒで 必 要 と な る機 能 を 「通 信 革 命 」 に よ っ

て 生 まれ た技 術 を最:大限 に生 か す こ とに な る。 これ は 地 球 の 裏 側 で 戦 略 を 実 行

で き るた め の 通信 シス テ ムで あ った 。 す なわ ち,ア メ リカ大 統 領 は 核 戦 争 の ボ

タ ンを留 保 しなが ら,地 球 の ど こで も巨 大 な軍 隊 を動 か す こ とが 可 能 に な る シ

ス テ ム を構 築 し よ う と した ので あ った。

こ うい つた 背 景 の 下,1987年 に全 米 を通 信 ネ ッ トワー クで 結 ぶ ゴ ア構 想 が打

ち出 され る%1991年 に高 性 能 コ ン ピ ュー テ ィ ン グ法 が成 立す る。 こ の た め に,

研 究 ・教 育用 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クが 構 築 され る。1992年 に ク リ ン トン

Dア メリ畑)電 気通信の自由化に関する歴史については宮崎[1999]を 参照。

2)ア メリカの情報革命に関 しては公文[1994j,Leebaert,D.(ed.)[1998],篠 崎[1999],夏 目

[1999],Sec祀taria【onElectronicCommerce[1998][1999],Shapiro&Van..[1998]な ど

を参照。
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=ゴ ア政 権 ゐ 誕 生 と と もに,デ ジ タル化 に 関 して幅 広 い 情 報 通 信 の合 意 が 生 ま

れ る。

さ らに,通 信 の ため の ソ フ トウエ ア の 開 発 が 進 む こ とに な る。IBMの 巨 大

なOSGUNに 対 して,AT&Tの ベ ル研 究 所 が オー プ ン ソー ス のOSの 先 駆

け と してUNIXを 開 発 す る。 これ は通 信 機 能 を重 視 した サ ー バ ー のOSと し

て普 及 し,ま た マ イ ク ロ ソ フ トな どの ソフ ト会社 が急 速 に通 信 を重 視 した パ ソ

コ ンのosの 開発 を 進 め る こ と に な る。 デ ジ タル 化 は情 報 を蓄 積,加 工,圧

縮 な ど自.由自在 に操 作 で き る こ とに な る 。 そ の た め に画 像 な ど の 巨大 な情 報 量

を必 要 とす る通 信 もこの ソ フ トウエ アに よ っ.て実現 が可 能 に な る。

以 前 は コ ン ピュー タは ま さ に 「電 子 計 算 機」 で あ った が,ダ ウ ンサ イ ジ ング

に よ る パ ー ソナ ル ・コ ンピ ュー タは 通 信 端 末 と して の機 能 が 生 ま れ て くる。 こ

こに コ ン ピ ュー タ ・.ネッ トワー ク と して 全 く新 しい情 報 処 理 と通 信 の融 合 が 起

こる こ とに な る。

この技 術 革 新 は産 業 に大 きな変 化 を 与 え た 。 この技 術 革新 は まず1970年 代 の

金 融 の改 革 を引 き起 す 。 短 期 市 場 で 運 営 す る投 資信 託 で 高 い利 回 り と流 動 性 を

同 時 に実 現 したMMMFや 証 券 と金 融 の 複 合 商 品 が 生 み 出 さ れ た の も コ ン

ピ ュー タ技 術 の発 展 の賜 で あ った 。 証 券 会 社 と銀 行 が専 用 回線 で結 び付 け られ

る こ とで,一 般 の 金 融 サ ー ビス を全 て利 用 で き る証 券 口 座 で あ るCMAが 生

まれ る。 これ らは金 融 革 命 と して 金 融 の 姿 を一 変 す る こ とに な る 。 ま た,ベ ン

チ ャー ・ビジ ネ ス は コ ン ピ ュー タ通 信 に よ って 形 成 さ れ て い るNASDAQに

株 式 が 上場 さ れ,こ こか ら資 金 調 達 を行 い,技 術 革 新 の 中 心 的 な 役 割 を果 たす

こ とに な る%そ して,情 報 通 信 革 命 は 産 業 全 体 に影 響 を 与 え,後 で 詳 し く述

べ るが これ は企 業 を改 革 した だ けで は な く,企 業 間 関 係,取 引 形 態 自身 に も大

き な変 革 を生 む こ とに な る。 この結 果,一 つ の 経 済 が 通 信 に よ って 一体 と して.

運 用 され る こ とに な る。

3)ア メリカの金融 革命に関 しては吉 田[1986]を 参照。
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11イ ン タ ー ネ ッ トの 登 場

この よ う}こコ ン ピ ュー タ と電 気 通 信 の結 びつ き,衛 星 通 信,光 フ ァイ バ ー に

よ る高 速 広 帯 域 通 信網 の 発 展 は従 来 の通 信 の概 念 を ま った く変 え る もの とな っ

た 。 イ ン ター ネ ッ トは こ の様 な技 術 の発 達 の 中で 発足 す る こ とに な る。1969年

に 国防 総 省 の高等 研 究 プ ロジ ェ ク ト機 関(AdvancedResearchProjectAgency)

はARPANETの 開 発 を始 め た 。.1980年 代 半 ば に はNSF(NationalScience

Foundation}の 支 援 に よ り飛 躍 的 に通 信 ネ ッ トワ ー ク が拡 大 し,NSFネ ッ ト

を 中心 に イ ンタ ー ネ ッ トの 商 用 サ ー ビスが1990年 か ら始 ま る こ と とな るQプ ロ

バ イ ダー を軸 と して,ネ7ト ワ.一ク と して の 通信(こ れ まで の通 信 は2点 間 の

通 信 を行 うの に,幹 線 通 信 線 に集 約 して,接 続 者 を交換 器 で 選択 す る こ とで 可.

能 に して い た の に対 し,こ の ネ ッ トワ ー クで は通 信 者 が 加 入 す る プ ロバ イ ダー

間 で 接 続 す る ネ ッ トワー クの 中で 通 信 信 号 が ど こ の 回線 を利 用 す るか は特 定 す

る必 要 が ない 形 で 行 わ れ る)が 可 能 に な っ た 。 これ に よ っ て高 速 通 信 が きわ め

て安 価 に活 用 で き る よ うにな る。

そ して,音 声 だ けで な く画 像 や デー タに 関 して もそ の 回線 を利 用 して通 信 を

、、.行 う ・ と に な ・・ そ の 時 に は滝 話 で 腱 こ ら なか っ燗 題 と して ・.通信 の

贋 」 の 問 題 で あ ・たrす な わ ち,回 線 と一 定 の帯 域 を確 保 して ・ 二 つ の 端 末

間 の通 信 を行 うこ とに な り,画 像 や デ ー タな どの情 報 量 の多 い 通 信 に は広 帯 域

を割 り当 て る こ とに 嫡 ・ しか し勧{ら ・ イ ・ ター ネ ・ トは プ ロバ イ ダ澗 で.

繋 が って い る ネ ッ トワ ー ク のい ず れ か を通 じて結 びつ くこ とに な り,し か も帯

域 を確保 せず に通 信 す る こ とに な る。 従 って,イ ンター ネ ッ トの利 用 者 は ど こ

か 特 定 の 回線 を利 用 す るわ けで もな く,そ の時 点 で 確 保 され た 帯 域 を利 用 す る

こ とに な る。 プ ロバ イ ダー 問 の ネ ッ トワー クは参 加 者 が 総 て利 用 で き る 「公 共

財 」 と して機 能 す る こ と に な り,利 用 者 は プ 白バ イ ダー と布 料 で 契 約 を結 ぶ こ

とが で きる こ とか ら私 的財 と な る とい った 新 しい 「通 信 サ ー ビス」 の 出現 とな

る。
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こ の 通 信 ネ ッ トワー ク の拡 大 に対 応 して ,先 に述 べ た パ ソ コ ンのosに 通

信 機 能 を充 実 した もの が 開発 さ れ た こ とに よ っ て高 度 な通 信 端 末 と して利 用 で

き る よ う に な る.も と も と,コ ン ピ ュー タのosは コ ン ピ ュー タの 機 能 を ソ

フ トウエ アで 制御 しよ う とい う考 えで あ るが,こ れ に通信 機 能 を 直接 結 びつ け

る も の で あ った 。ATTの 開 発 したUND⊆ は こ の コ ン ピ ュー タ間 の通 信 機 能

を広 げ る もので あ っ たが,こ の考 えが拡 張 しパ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タの性 能 の

向上 と と もに高 度 な通 信機 能 を持 つ こ とに な る。 マ イ クロ ソフ ト社 の開 発 した

ウ イ ン ドウ ズ は この機 能 を普 及 させ る こ とに な り,さ ら に ネ ッ トス ケー プナ ビ

ゲ ー ター やHOTJAVAな ど新 しい ソ フ トの 開 発 に よ り新 しい 通 信 の 世 界 を 開

くこ と に な る。 さ ら に,オ ー プ ン ソー ス を軸 とす る新.しいosと してLINUX

が力 を持 ち始 め て い る。 これ らの ソフ トの 発 達 が 急 速 な 情 報 革 命 を促 進 す る こ

とが 期 待 され てい る㌔

しか も,高 機 能 パ ソ コ ンの 価 格 の 低 ドが 驚 異 的 な た め に ネ ッ トワ ー ク通 信 の

普 及 を進 め る こ と にな る。 ウイ ン ドウズ を動 かす コ ン ピュ ー タ は それ な りに高

価 で あ るが,イ ンター ネ ッ トに接 続 す る だ け の機 能 に 限れ ば現 在 で も数 万 円 程

度 で 販 売 され て い る 。 さ らに コ ン ピュ ー タが な くと も ネ ッ トに直 接 乗 れ る基 本

的 な 端 末 の 開 発 が 進 め られ る こ とに な る。

そ して,イ ン ター ネ ッ トを直 接 活 用 した イ ン ター ネ ッ トビ ジ ネス の動 き も始

ま っ て い る。 これ まで の受 発 注 は郵 便,電 話 な どで行 わ れ て きたが ,こ れ が イ

ン ター ネ ッ トに代 わ りつ つ あ る。 イ ン ター ネ.ッ トは通 信 機 能 と して遙 か に高 い

機 能 を持 つ だ けで な く,こ れ に よ って社 内外 の ロ ジス テ ィ ック もほ とん ど 自動

的 処 理 が 行 わ れ る よ うに な り,部 品調 達,生 産,物 流,サ ー ビ ス を一体 化 して

これ まで と ま った く異 な った経 済 シ ス テ ム を形 成 す る こ と にな る。

4)オ ー ブ ン ソ ー ス に よ るosで あ るLinUxは 情 報 通 信 を新 しい 世 界 に 導 こ う と して い る
。 脇

[1999]を 参 照 。 オ ー プ ン ソー ス ・ソ フ トウ エ ア は も と も とAT&Tの ベ ル研 究所Unixか ら

始 ま っ て い る 。 このLinuxだ け で な く,GNUシ ス テ ム な ど の新 しい 動 き は次 世 代 の情 報 通 信

の あ り方 と して 注 目 を.浴 び て い る。DiBon己,Ockman&Stone[1998]を 参 照 。 ま た,こ の発 想

か ら金.∫.[1999]は りナ ッ クス ・モ デ ル を社 会 モ デ ル と捉 えて い る。
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後 で 詳 し く述 べ る こ ととす るが,イ ン ター ネ ッ トは ほ ぼ 限界 的 な通 信 費 を ゼ

ロ と して,一 般 の経 済 取 引 の ほ とん ど を代 替 す る こ とに な る 。 これ ま で営 業 マ

ンが顧 客 に説 明 を行 い,注 文 を受 け,顧 客 にあ った 製 品 の 情 報 を 工場 に届 け,

生 産,物 流 の状 況 を フ ォロ ー して顧 客 に製 品 を届 け る とい った こ とに 関 す る情

報 処 理 に大 量 に投 入 さ れ て い る 人 々 を排 除 して,そ の 情 報 処 理 を ほ とん どす べ

て行 うこ とが で き る。 また,膨 大 な ホ ー ム ペ ー ジ を読 み 適 切 な取 引 者 を探 し出

す こ とが 可 能 とな る。 これ ら は省 力 だ けで な く,伝 達 で きる情 報 量 が 巨 大 で あ

るた め に,経 済 シ ス テ ム に お け る情 報 量 が 「量 」 の 「質」 へ の転 換 を引 き起 こ

す こ とに な る 。現 在 の アメ リカ の ネ ッ トワー ク間 の通 信 を行 って い る イ ン ター

』ネ
ッ トの 業務 量 な どは 日本 とは比 較 に な ら ない 規模 に な って い る。

m情 報革命が変える経済システム

情報革命が引き起こした変革は,そ れまでの 「企業経営のための情報技術の

活用」か ら 「情報技術を使うに適した経済システム」に変化することになる。

すなわち,コ ンピュータと電気通信の結びつきは資本主義経済に根本的な大 き

な影響を与えた6パ ソコンを要素とする電気通信によるネットワーキングによ

り,情 報を交換することで,個 々の要素が持っている情報に頼るのではなく,

ネットワーク全体で判断することになるパ ソコンが相互に情報を交換 して,

個々の要素.は 「情報共有」を実現することになる。

経済システムの中で,.重 要なものは生産システム,流 通システムなどである。

これは何をどの様に生産 して,ど の様に顧客に届けるかが大 きな問題になる。

これまでのシステムでは企業が リスクを持ちながら顧客の選好を予測して生産

を行い,そ れに対応 して多様な部品や素材の生産を発注してアセンブル工程に

結び付けることになる。また,ζ の生産計画と整合的な販売計画を作 り,さ ま

ざまな経営戦略を実行するためのアレンジを行 う機能を果たすのが経済システ

ムであった。すなわち,経 済 システムは消費者の情報を基 にどの様 に製品や

サービスを生産するかであるが,こ れを行 ってきた流通や下請けなどの経済シ
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ステ.ムを 情 報 通信 ネ ッ トワー クが 代 替 す る こ と に な る。

これ ま で は,生 産 者 側 が 持 っ て い る技 術 や 商 品 の 情 報 を マ ス コ ミで コ マ ー

シ ャル を行 って消 費側.に伝 達 す る こ とで,情 報 的 に優 位 に立 つ こ とに な る 。 と

ころ が,情 報 革 命 に よ っ て,消 費 者 は生 産 者 に ア クセ ス す る こ とで,消 費 者 が

選択 す る こ とに な り,生 産 者 側 の 情 報 優 位 は消 滅 す る こ とに な る 。 国 内 の業 者

だ けで な く,外 国 の業 者 に も ア ク セ スが 可 能 に な って,そ の 中か ら選 択 ・交 渉

す る こ とが で き る よ う に な る。 これ に よ って真 の意 味 の 「消 費者 主 権 」 を確 立

す る こ とが 可 能 に な る。

この 様 に イ ン ター ネ ッ トの発 達 は,こ れ まで の流 通 を通 じて の 情 報 交 換 か ら

消 費 者 と生 産 者 が 直接 情 報 交 換 す る こ とが 可 能 に な り,経 済 取 引 を全 く新 しい

もの と して い る。 イ ン ター ネ ッ ト ・ビ ジネ ス は消 費 者 ・生 産 者 間,企 業 間 な ど

そ の他 あ らゆ る経 済 主 体 者 間で,し か も企 業 シ ス テ ムの 内 部 どお し と直 接,情

報 を 共 有 して取 引 を行 う こ とが で きる こ と にな る。 す な わ ち,世 界 的 な広 が り

の 中で ネ ッ トワー クが 形 成 す る 市場 全 体 で取 引相 手 を捜 し出 し,効 率 的 な取 引

を行 う こ とが 可 能 に な る5,。

これ まで の経 済学 にお い て は理念 的 な意 味 で の市 場 は 「オ ー ク シ ョネ アー 」

の存 在 が 仮 定 され て きた 。 これ は株 式 取 引所 や 商 品取 引 所 にお い て 現 実 に行 わ

れ てい る取 引 形 態 で あ.る。 しか しなが ら,他 の商 品 や サ ー ビス に関 して は 取 引

形 態 は大 き く違 い,オ ー ク シ ョネ ア ーの 存 在 が ない た め に,取 引 者 が 限 定 的 な.

情報 の範 囲 内 で,妥 協 を図 りなが ら.お互 い の 利 益 を実 現 す るよ うな 取 引 を行 う.

こ とに な る。 この た め に,取 引 書 は十 分 な 情 報 を 得 て お らず ,不 確 実性 を含 む

こ とか ら これ らの リス ク を 回避 す るた め 企 業 を 形 成 す る こ とに な る 。 そ もそ も

企 業 と して組 織 を作 るの は,個 人 で は 取 引 の 合理 性 に 限界 が あ る た め に よ り合

理 的 な方 法 を模 索 す るた め で あ る。 流通 シス テ ム も消 費者 と生 産 者 が 直 接 通 信

で きない こ と に よ る妥 協 の 情 報 交 流 の パ イ プで もあ っ た。

5)イ ン ター ネ ッ トビ ジ ネ ス,Eビ ジ ネ スに 関 して はサ イ バ ー ビジ ネ ス研 究 会[1995] ,松 島 ・中

島 【1996],Cronin[1996],McKnight&Bailey[198],Siebd&House「1999]等 を 参 照 。
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個 入 が合 理 性 の追 求 に 限界 が あ るた め に予 め 取 引 形 態 や ル ー ル を決 め て お き

関 係 者 を組 織 化 す る こ とで取 引 費 用 を 引 き下 げ る こ と に な る%こ れ は もっ と

合 理 的 な取 引形 態 が 存 在 して も,一 定 の所 で 満 足 して他 者 と協 調 す る こ とで よ

り大 きな合 理 性 を追 求 す る こ とが 現 実 的 で あ る こ とに よ って い る。 大 企 業 に勤

め る労 働 者 は組 織 の 中で 自 ら選 好 と無 関係 に仕 事 を す る こ とに な る。 こ のた め,

会 社 が 自分 の給 与 や 生 活 水 準 とか け離 れ た 金額 の経 済取 引 を行 っ てい て も何 の

疑 問 も感 じない こ と にな る 。 さ らに,企 業 や消 費者 も情 報 が 不 足 し,不 確 実 な

と こ ろが ら流 通 業 者 が 生 産 者 と消 費者 との 問 に入 り,両 者 を 「組 織 」 して 円 滑

な経 済 活 動 を行 う こ とに な る。 ま た,企 業 間 関係 に おい て も長 期 的 取 引 を行 う

こ とで,取 引 を安 定 的 に 組織 化 して利 益 を確 保 しよ うとす る。

これ に対 して,イ ン ター ネ7ト に よ る取 引 は極 め て多 数 の 取 引 者 と,一 般 に

は取 引 不 可 能 と見 られ る よ うな遠 隔地 で も取 引 可 能 と な る。.全て の情 報 を共 有

し なが ら,そ の 中 で 一瞬 に して 最適 な取 引 の組 み 合 わ せ を作 る こ とに な る。 さ

ら に,取 引 を標 準 化 す る こ とで 容 易 に結 びつ き を強 くす る こ とがで き るよ うに

な る。

イ ン ター ネ ッ トで の検 索 に よ り,自 ら に最 も適 した最 も コス トの低 い購 入 を

行 う こ とが 可能 に な る.。企 業 が 部 品 や 素 材 を調 達 す るの も,撞 く簡 単 に スペ ッ

ク,価 格 に 関 して適 切 な取 引 相 手 を探 す こ とが で き る。 これ まで の よ うな複 雑

な流 通 経 路 や 販 売 ・調 達 のた め の 巨 大 な 組織 は不 要 に な る。

これ は総 べ て の人 々が 世 界 の 生 産 シ ステ ムの活 用 が で きる様 に な り,冷 戦 終

焉 後 の 社 会 主 義 国 の 資 本 主 義 経 済 へ の 移 行,ASEAN諸 国 の テ イ クオ フな ど

に よ っ て生 まれ た 世界 経 済 の構 造 変 化 を積 極 的 に活 用 す る こ とが 可 能 にな った 。

す なわ ち,こ れ らの 国 々 の 世界 市 場 へ の参 画 は先 進 各 国 に産 業 調 整 を強 い る こ

と に な るが,逆 に,こ れ らを取 り組 む こ とで 生 産 性 の 引 き上 げ る こ とが 可 能 に

な る。 現 実 に,ア メ リ カの企 業 が 台 湾 で 部 品 を調 達 し,マ レー シ アの 工 場 で 生

6)企 業を形成する必要性は取引費用や外部性の内部化や取引の複雑性に求められている。C㎝5e

[1937],S㎞on[1981ユ などを参照。
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産 を行 い,日 本 の.顧客 に販 売 す る こ とが 自社 の ご く近 隣 の顧 客 との取 引 と同 様

に実 行 す る こ とが で き る こ と にな る。

さ ら に,顧 客 が 他 の企 業 のCADに 入 って設 計 か ら.生産 まで 実 行 す る こ.とも

可 能 に な る 。工 場 も事 務 所 右持 た ない 企 業 が 生 まれ る こ とに な る 。 こ うなれ ば

消 費 者 と生 産者 が.一体 と な っ て組 織 化 され て い るの と同 じ状 況 を作 る こ とに な

る 。 個 々 の 経 済 主体 が 自 ら の最 適 化 の 条 件 に従 って 情 報 を共 有化 して経 済取 引

を 設 計 で き る こ とに な る 。

これ まで 日本 企 業 の商 品 の評 判 の 良 さ の一 つ は納 期 で あ った 。 日本企 業 は企

業 内外 の情 報 共 有 を通 じて,生 産 シ ス テ ム を制 御 して い た こ とで あ った η。営.

業 が 製 造 現 場 の 情 報 を 知 って お り,製 造 現 場 が 営 業 の状 況 を よ く知 って い て 必

要 に応 じて 現 場 レベ ルで 最 適 な計 画 を 作 れ る こ とが そ うさせ てい た。 しか しな

が ら,こ れ は会 議 や 打 ち 合 わ せ に よ って 実 現 さ れ て い た。 情 報 技 術 の.発達 は電.

子 ネ ッ トワー クに よ る 「情 報 の 共 有 」 に代 替 した の で あ る。

この様 な シ ステ ムで,受 注 が 行 わ れ る とそ の 製 品 の 部 品 の調 達 か ら,製 品 の

製造,デ リバ リー まで 全 て を一 瞬 に設 定 して しま う こ とが で きる 。 日本企 業 が

人 力 で 行 って い た こ と以 上 の こ とを情 報 技 術 が 行 って しま う こ とに な つだ ㌧

これ ら の取 引 が 電 子 決 済,電 子 マ ネ ー で 決 済 さ れ る こ とに な る%こ うな る

と通 信 ネ ッ トワー ク 自身が 決 済機 能 を持 つ こ.とに な り,決 済 の 即 時 性 が 高 く,

しか も費 用 を軽 減 させ る。現 金 の取 り扱 い,そ のた め の 資 金 の 借 り入 れ な ど,

決 済 のた め の費 用 は意外 に大 きな もので あ る。 さ らに,.電 子 的 に預 金,貸 付 を.

も行 う こ とが 可 能 に な り,こ れ まで銀 行 に のみ 認 め られ て い た 銀 行 業 務 が ネ ッ.

トワー クで 機 能 す る こ とに な る。 この様 に,電 子 マ ネ ー ・電 子 決 済 は従 来 の 決

済手 段 よ り遙 か に利 便 性 の 高 い もの にな る。特 に,遠 距 離 間で の決 済 が 容 易 に

7)筆 者は口才型経営 シ3テ ムの本質を 「情報の共有」と 「協調」の仕組みと理解 している,企 業

内の情程の共有に関しては吉田[19931,[1996]を 参照。
81最 も進んだシステムを開発 したのがデル・コンピュータであり,設立からわずか10年強で世界

でも上位のコンピュータ会社に成長している。デルについてはDell&Fredma[1999]を 参照。

サプライチェーンの情報通信革命による再構築43Fine[1998]を 参照。

9)電 子マネー ・電子決済については山田[1992]参 照。
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行えるのがその特徴であ り,国 際的な決済 もきわめて容易なものとなる。これ

までの煩わ しい海外送金などは全 く無意味なものになる。経済の性格を大きく

変えることになる。

このようにアメリカで発達 した高度情報通信ネットワークはそれまでの 「市

場」 を軸 とした経済システムを全面的に変えようとしている。それまでのアメ

リカ経済は多 くの指摘があるように,市 場での自由な参入を軸に,各 個人が自

らの能力を最大限に発揮で きるシステムであった。個人は特定の情報を入手す

る方法を自ら開発 し,情 報の独占によ.って自らの所得を高めようとした。.企業

は階層化 し,現 場の情報と環境の情報を入手して,そ れに適切な経営戦略を判

断 して行 くのがアメリカの経営の基本であった。これが情報通信システムの導

入によって大きな改革が起こったのである1%

企業組織内でも全ての情報へ自由にアクセスできるようになり,従 来,自 ら

の情報優位を維持するために情報を秘匿する傾向を生んでいたアメリカ型シス

テムは,結 果として 「情報共有型の日本型経営シズテム」に近づ くことになる。

しかも,会 議やア7タ ー5の ような非効率な方法でなく,ほ とんど費用がかか

らずに必要なときに必要な情報を入手できる。戦略的経営に強いアメリカ企業

と構成員の持つ情報を共有 して戦術的経営の強い日本企業の対比がこれまで議

論されてきた。 しか し,ア メリカ企業はネットワーク情報を専門家が活用する

ことで両者の強みを手に入れることになるb

さらにこの新 しいタイプのネット・ワークは極めて範囲の広い,開 放された

情報の共有化を実現 している。先に述べたような,エ クサレントカンパニーの

日本型経営システム的な変革もこのような情報技術革命が背景にある。日本型

経営システムが情報の共有と労働移動が小さいなどシステムの閉鎖性とが不可

婁

10)情 報革命が与える企 業経営,企 業文化へ の影響 について は今井[!995],高 木[1995],Nadler

[1998],Davis&Meiyer[19981を 参照.Drucker[1999]も 「情報が仕事 を変 える」 と論及 し

ているが,現 在起 こってい るIT革 命をデー タの処理 の進 歩と理解 して,「IT:C:導 で な く会計士

や出版入主導の本当の情報革 命が起 こる」 と規定 してい る。ただ この論 点 も現在起 こワているエ

レク トロ ・マーケ ッ トの議論か らは不十分であ る。



12(210)第164巻 第3号

分 で あ る の に対 して,自 由 度 の 高 い 共有 シス テ ム とな っ て い る。

日本 型 経 営 シ ス テ ム もい ず れ に して も この よ うな革 命 的変 化 を取 り入 れ た も

の に 改 革 して 行 か ざ る を え な い 。 また,情 報 の コ ス トが 下 が り,企 業 価 値 を

フェ ア ー に評 価 す る本 来 の資 本 市 場 が 機 能 す る よ うに な れ ば,横 並 び主 義 に よ

る過 当 競 争 も低 下す る こ とが 期 待 され よ う。

Iv.情 報化がもたらす社会経済の標準化CALS

情 報 通 信 革 命 が 進 む に つ れ て新 しい経 済 取 引 を行 う ため の標 準 化 シ ス テ ムが

形 成 され て い くn,。 電 子 的 な デ ー タ処 理 が進 む に つ れ て そ の デ ー タ を交換 す る

こ とで 経 済 取 引 の 手 段 とす る こ と とな る。 これ はEDI(ElectronicDataInter-

change)と して,標 準 化 す る こ と に よ り,相 互 に 電 子 化 さ れ た デ ー タの 交 換

が で き る こ と とな った 。 これ は1980年 代 の ア メ リ カで 導 入 され.ANSIX.12

が 国 内 標 準 と して 確 立 す る。EUに お い て もUN/EDIFACTに よ る標 準 化 が

進 め られ た。 日本 で も電 気 通 信 の 自 由化 に対 応 して 通 信 方 式 の 標準 化 が 進 み,

「EIAJ(ElectronicIndustriesAssociasionofJapan)標 準 」 が 定 め られ る 。

1990年 代 に入 ってEDIの 標 準 化 が 進 み つ つ あ る6

これ が さ らに進 ん だ形 で の 電 子 取 引 の標 準 化 が ア メ リカで 進 め られ,GALS

とな っ て大 規 模 な標準 化 とな る。 も と も とは1985年 に ア メ リカの 国 防 省 にお い

てComputerAidedLogisticSupportと して 巨大 な 軍 隊 に お け る兵 站 の 部 内 シ

ス テ ム と して ス ター トした 。 言 う まで もな く,ロ ジ ス テ ィ ッ クスや.メ イ ンテ ナ

ンス を効 率 化す るた めの シ ス テ ムで あ った。 これ に資 材 調 達 が 加 わ り,納 入 業

者 が これ に参 加 す る こ とに な って,民 間企 業 の 間 に も広 が って行 く。 国 防省 が

作 った 標準 化 が民 間経 済 の標 準 化 の発 展 につ な が って行 くこ とに な る。 この標

準 化 を 取 り巻 く状 況 に従 って そ の概 念,対 象 が 拡 大 して行 った 。 これ は1988年

に はAcquisitionの 概 念 が 付 け加 え られ,Compute-aidedAcquisitionLogistic

11)CALS,EDIに つ い て は 末 松[19951,中 根[199白 】 を参 照 。 本 論 のCALSの 解 釈 は 末 松

[1995]に よ って い る 。
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Supportと な る。1993年 には 冷 戦 の 終 了 を 受 けて 防衛 産 業 を 中心 と した 産 業 の

活 性 化 の た め に リ エ ン ジ ニ ア リ ン グ の 要 素 が 取 り入 れ ら れ;Continuous

AcquisitionandLife-cycleSupportに.発 展 して行 く。 そ して,1994年 にEDI

と統 合 してCommerceAtLightSpeedと 当 初 の 意 味 か ら は大 き く離 れ て 産 業

全 般 に わ た る標 準 化 の流 れ と して 生 まれ 変 わ る。

この基 本 は ネ ッ トワ ー ク通 信 に よ る即 時 情 報伝 達 とデ ー ター ベ ー ス に よ る情

報 の 共有 化 で あ る。 こ の ため に は,各 分 野 にお け る徹底 的 な標 準 化が 必 要 に な

り,こ の標 準 化 を行 うこ とで,異 な った 部 門,異 な った 企 業,異 な った分 野 で

も同 時 進行 で取 引 を行 うこ とが で き る こ と にな る。 この 標準 化 は 部分 的 に形 成

さ れ た 標準 化 を 組 み 合わ せ,他 の シ ス テ ム と標 準 化 と共 に,デ ー タの標 準 化 が

求 め ら れ て い る。 標 準 化 へ の 合 意 は 一.・般 に 容 易 な こ とで は な い が,特 に.

CALSに おい て は テLタ の標 準 化 を 目指 す こ とに な る。

ア メ リ カ連 邦 政府 の よ うな 巨大 な需 用 者 が い る と こ ろで,デ フ ァク ト ・ス タ

ンダー ドと して 標準 化 さ れ た こ とが一 種 の公 共 財 と して の役 割 を果 た して 行 く

こ と に な る。 タ リ ン.ト ン政 権 の 主 張 す るNII(Nationallnformationlnfra一

きtru¢ure)は この よ うな 新 しい デ フ ァ ク.トス タ ンダー ドを軸 に普 及 して行 く こ

とに な る。 ク リン トン政 権 は この た め に1997年 まで に政 府 部 内 の電 子 化,調 達

を可 能 な 限 り電 子 化 してCALSの 普 及 を 図 った が,こ の理 由 と して は,① 政

府 調 達 の コ ス ト削 減,② 調 達 手 続 きを 簡 略 化す る こ とで 中小 企 業,女 性 経 営 者

企 業,マ イ ノ リテ ィー の 調 達 へ の 参 加 を 容 易 に す る,③ ア メ リカ の競 争 力 を強

化 す る,④ 情 報 化 の 中で の 優 位 を 維 持 す る とい った もの が あ げ ら れ て い る。

さ らに,CALSはEDTと 合 わ せ てEC(ElectronicCommerce)と 呼 ばれ る

よ うに な り,電 子取 引 の 標 準 化 を進 め る方 策 とな り,こ れ が企 業 取 引 の形 態,

さ らに 企業 形 態 そ の もの に変 革 を与 え る こ とに な る 。 リエ ンジ ニ ア リ ングが こ

の 情 報 通 信 シ ス テ ムの 導 入 に よ って 実 行 可 能 に な り,製 品 のLife-cycleSup・

porを 行 うに は 欠 か せ な い もの とな った 。 同時 進 行 的協 調 的 な設 計 を行 うCE

(ConcurrentEngineering)を 可 能 に し,製 造 工 程 を コ ン ピ ュー タで 統 合 して
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生 産 を 行 うCIM(ComputerIntegratedManufactuering)を さ ら に強 化 す る

こ と に な る'呂〕。 迅 速 な生 産 を 目指 すEmergingManufactueringを 実 現 す る こ

とに な る。 これ は電 子 取 引 の 側 面 を 有 し,各 種 書類 を電 子 化 し,ミ ス の減 少,

処 理 の迅 速 化 を実 現 す る。

この結 果,企 業 内 の 統 合 の み な らず,企 業 間 の統 合 が 生 ま れ お互 い に他 の部

門,他 の企 業 を 自 らの企 業 内 と同 様 の 取 引 を 行 う こ とが 可 能 に な る。 さ ら に業

務 の全 て を ア ウ トソー シ ング して ま った く企 業 の 実体 を持 た な くて も事 業 が 行

え,利 益 を生 み だ すVirtualCorporationを も生 み 出 す こ とに な る。

この様 なCALSやECは 企 業 間で の標 準 化 を行 うこ とに よ り,新 しい 形 態

取 引 の可 能 性 を生 み 出す こ とにな り,企 業 関 係 の あ り方 そ の もの を変 え る こ と

に な る。

ア メ リ カで の ス タ ンダ ー ド改 革 の 流 れ は デ フ ァク ト ・ス タ ンダ ー ドで あ り,

現 実 に 業 務 を行 っ て 「勝 った 基 準 」 が 支 配 的 に な っ て行 く。CALSだ けで な

く.,osの 標 準 化,サ プ ラ イチ ェー ンの標 準 化 な どの 流 れ は ア メ リカ の強 み を

作 る こ とに な る。 さ ら に,新 しい パ ラ ダ イ ムに よ る標準 化概 念 が 出 て くる と,

また そ れが 「勝 てば 」 ス タ ンダー ドとな る。 この様 な標 準 化 の流 れ を作 る.原動

力 は情 報 通 信 革 命 の効 率 的 な活 用 に よ って い る。

Vア メリカでの企業改革の成功

この よ うな情 報 通 信 ネ ッ トワー クを 導 入 した こ とに よ って プ メ.リカ企 業 の経

営 の あ り方 を 大 き く変 えた 。 ア メ リカ企 業 は1970年 代 後 半 か ら継 続 して い た長

期 の不 況か ら脱 却 す るた め に 「リス トラ クチ ャ1」ン グ」 を行 って きた 。 こ れが

レー ガ ンが 大統 領 とな り,規 制 緩 和 が 進 む と共 に,企 業経 営 は 決 定 的 な改 革 を.

12)サ プラ イチェー ンの基 本にはCIMが あ るが,こ れ らが ネ ットワー クで結びつい たことが太 き.

な革命であ った。CIMに 関 して は藤本[1993],徳 永 ・杉 本編[1990]を 参照。 しか しなが ら,

これ らの書 籍においてはネ ット枠での結 びつ きは次世代の ものとの認 識で ある。 時代 の変化の早

さを示 している。新 しい企業の形態であ るバーチ ャル経営に関 しては今 井[1995],伊 藤[1996]

等を参照。

ー

ー
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求 め られ る。す なわ ち,レ ー ガ ノ ミ ック スの ドル 高 政 策 か ら,す で に 衰退 を余

儀 な くさ れ て い た製 造 業 は壊 滅 的 な打 撃 を 受 け る。 こ こで 生 ま れ た の が 「リエ

ン ジニ ア リン グ運 動 」 で あ った 。 ア メ リカ経 済 で の りエ ン ジニ ア リ ング革 命 の

基 本 には この情 報 通 信 革 命 が あ る。 この リエ ン ジニ ア リ ング の考 え は従 来 の経.

営 の根 幹 を残 しなが ら合 理 化 す る とい う リス トラ クチ ャ リ ン グで は な く,経 営

の根 幹 か ら変 え て行 こ う と うす る運 動 で あ った 。

リエ ン ジニ ア リ ング は企 業 組 織 を オー プ ンな ネ ッ トワー ク型 組 織 へ の転 換 す

る こ とを主 張 してい た 。 す な わ ち,従 来 型 の ホ ス トコ ン ピ ュー タを 中心 とす る

シス テ ムか ら小 型 コ ン ピュー タの ネ ッ トワー クへ の 移行 で あ る。 こ の オ ー プ ン

ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム に よ って 情 報 を 統 合 化 し,全 体 の情 報 を常 に活 用 す る

こ とを手 段 と して い た 。 さ ら に,イ ン ター ネ ッ トに よ る通 信 に よ っ て結 び付 け

られ る こ とに よ る ネ ッ トワー クの 情 報 の 共 有 を 進 め た の で あ る。 これ は先 に述

べ た よ うな 日本 型 経 営 シ ステ ムの 特徴 で あ る情 報 の 共有 を コ ン ピュ ー タで 実 行

しよ う とす る もの で あ る。 この 結 果,企 業 シス テ ム 自 身 が情 報 技 術 に よ っ て 日

本 型 経 営 シス テ ム に 近 い もの とな る。 企 業 の 内 部 ネ ッ トワー ク を外 部 ネ ッ ト

ワー ク を接 続 す る こ とで,企 業 間 に お い て も共 通 の情 報 を持 つ こ と に な る。 結

果 と して,日 本 の 企 業 間 関係 に近 い もの とな る。

チ ャ ン ピー な どが 指 摘 した ア メ リカ の エ ク サ レ ン ト ・カ ン パ ニ ー にお け る リ

エ ンジ ニ ア リ ングの ポ イ ン トは,① 顧 客志 向,② 経 営 判 断 の 実 行 の ス ピー ド,

③ 強 力 な リrダ ー シ ップ,④ 経 営 理念 の徹 底,⑤ 分 権 経 営 の 実 践,⑥ 事 業 分 野

の 絞 り込 み,⑦ ア ウ トソー シ ング ・戦 略 提携,⑧ フ ラ ッ トな組 織 重視,⑨ チ ー

ム ワー ク,⑩ 創 造性 ・多様 性 の発 揮,⑪ 人 材 育 成 な どで あ る。 これ まで 戦 略 的

に は強 い が 戦 術 的 に は 日本企 業 に劣 る こ とが 指 摘 され て きた が,こ の 点 を補 完

す る よ うな 改 革 が行 わ れ た の で あ る。

この 変 化 は ア メ リ カ企 業 のあ り方 自身 も変 化 させ,「 企 業文 化 」 を も変 え る

こ と に な る。 チ ャ.ンピー の 言 う よ う に情 報 の 共 有 は労 使 の あ り方 を 変 え,モ

テ ィベ ー シ ョ ンの改 革 に全 社 員 的 な動 因 をか け る こ と に な る。 そ して,「 水 泳
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の 練 習 な ら と もか く,マ ネ ー ジ メ ン トにお い て"プ ー ル に突 き落 とす"や り方

は 妥 当 で は な くな つ老 い る。 浮 き袋 を使 う の も ダ メで あ る。 そ れ は形 を変 えた

指 揮 ・命 令 にす ぎ ない 。 一 番 良 い や り方 は,明 快 な測 定 基 準 を示 す こ とで あ

る」 と 自発 的 協 調 を 引 き出 す こ とを 目 的 と して い る。 こ の結 果,多 くの企 業 で

「幅 広 い,人 間 的 な意 味 で 満 足 を 与 え る文 化 」,す なわ ち 「自主 性 の 文 化 」 が

誕 生 しつ つ あ る とい う。 この 状 況 を チ ャ ン ピー は 「第二 の経 営 革 命 」 と呼 んで

い るL㌔

この よ うに市 場 中心 の ア メ リカ企 業 も 日本 型 経 営 シス テ ム に近 い ネ ッ トワ ー

.ク型 の経 営 を採 り入 れ る こ とで 改 革 を進 め る こ とに な った 。 しか も,ア メ リカ

で よ り電子 ネ ッ トワー ク と して高 度 な形 態 で 行 わ れ て い るの が特 徴 で あ る 。 こ

の よ う に長 期 にわ た った ア メ リカ経 済 の困 難 を脱 す る こ とに,情 報 通 信技 術 の

発 展 の 果 た した役 割 は大 きい。 日本 企 業 が 長 期 の不 況 に悩 む 中,近 年 の ア メ リ.

力企 業 は空 前の 活 況 を呈 して い るの に は この よ うな情 報 革 命 の 成 果 を強 力 に採

り入 れ た こ と に もよ って い よ う。 これ まで は,ア メ リカ企 業 が 個 人 の 能 力 を最

大 に生 か して戦 略 構 築 能 力 に優 れ,日 本 企 業 が 戦 術 実 行 能 力 に優 れ て い る とい

うの が対 比 で あ っ た。 しか し,ア メ リカの企 業 は情 報 革 命 を背 景 に した 経 営 改

革 に よ っ て,戦 略 実 行 能 力 の 向 上 を図 っ て お り,こ れ が エ ク サ レ ン トカ ンパ

ニ ー を 生 み,新 しい企 業 文 化 を育 て る こ と と な って い る1%

先 に述 べ た よ うに,ア メ リオ企 業 は情 報技 術 を活 用 して 日本型 経 営 シス テ ム

の特 徴 で あ る 「情 報 共有 」 の シ ス テ ム を導 入 す る こ とが そ の 中 心 的位 置 に あ っ

た。 す な わ ち,ア メ リ カ企 業 の 基 本 は 競 争 を軸 と した,利 潤 極 大 化 の 方 法 で

13)リ エ ンジ ニ ア リ ング 運 動 に 関 して はHammer&Champy[1995],Cha皿py[1995]を 参 照 。

日本 の 同様 の 企 業 改 革 に 関 す る紹介 は 平 田[19941を 参 照D

14)情 報 通 信 革命 を活 用 した 新 しい企 業 形態 に 関 して は 多 くの報 告 が あ るが,代 表 的 な もの と して

デ ル,レ ク ソー ル,シ ス コ シス テ ム ズ な ど に 関 す る も の が あ る 。 これ ら に 関 して は そ れ ぞ れ

D彫U邑Fredma[1999],松 亭[1997],本 荘 ・校 條[1999]を 参 照 。 ま た,新 しい.エ クサ レ ン ト

カ ン パ ニ ー,企 業文 化 に 関 す る レポー トはた くさ ん 出 て い る。 例 えば,GEの 経 営 改 革 は 大 きな

影 響 を 与 えた 。P&G,メ ル クな どに 関 してWat巳man[1994]を.参 照 。GEの 経 営 改 革 に関 し

て は 翫y&Sh・ ロ皿・・[1993]を 参 照 。J・mes&P・ π・・[1994]63こ の 様 なエ クサ レ ン トカ ンパ

ニ ー の企 業文 化 を ビジ ョナ リ一 方 ンパ ニ ー と呼 ん で い る。
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あ ったが,こ こで は分 業 の 利 益 を 活 用 しよ う とす る もの で あ り,企 業 間 だ けで

な く,.企 業 内で もそ の構 成 員 が 競 争 す る こ とで 活 力 を 図 って い た 。 そ の た め に

は情 報 を独 占す る こ とが 優 位 に立 つ 方 法 で あ った 。 これ に,日 本 型 経 営 シ ス テ

ム の特 徴 で あ る 「情 報 共 有 」,「協 調 の 体制 」の導 入 を情 報 革命 で 行 った ので あ る。

しか も,過 去 取 引 実 績 が な くと も優 れ た 商 品 で あ り電 子情 報 の交 換 で きる企

業 で あ れ ば,直 ち に 取 り引 きで き る こ と に な っ て い る点 も優 れ た点 で あ る。

「情 報 の 共 有 化 」 を情 報 ネ ッ トワー クで 図 る と共 に,「 開放 化 」 も これ を使 っ

て 同時 に行 って い る こ とが 発 展 の 秘 訣 で あ った 。

これ は 日本 企 業 が 得 意 と して い る事 業 所 内 で の 労働 者 間,下 請 け ・系 列 を通

じる企 業 間,行 政 を軸 と した 産 業 内 で の 双 方 情 報 交 換 に よ り,相 手 の知 識 と情

報 を 活 用 し,「 自発 的 な 協 調 」 を導 け る 「情 報 共 有 」 に加 え,日 本企 業 の 欠 点

で あ る 「閉鎖 性 」 で な く 「開 放 性 」 を 持 って い る こ とが 大 き く異 な る 点で あ る。

す な わ ち,ア メ リカ企 業 で の 経 営 改 革 は,従 来 の ピ ラ ミ ッ ド型 の 階層 的管 理.

体 制 か ら 日本 型 経 営 シス テ ム と同 様 の 「情 報 の 共 有 」 と 「自発 的 参加 に よ る協

調 」 を軸 と した ネ ッ トワー ク型 の 経 営 に移 行 した こ とに よ っ て い た。 ア.メリカ

で は そ の ネ ッ トワー クを コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クに よ っ て 実現 した ので あ

る。 これ は 「人 力 」 に よ る 日本 型 経 営 シス テ ム と比 較 して迅 速性,確 実性,包

括 性 等 の点 で 優 れ てい る の はい う まで もな い 。 日本 型経 営 シ ステ ム に な い外 部

に対 す る.「開放 性 」 を持 つ ネ ッ トワー クが さ らに経 営 の 有効 性 を 高 め る もの と

な る。

ア メ リ カで は,「 市 場 原 理 」 が 経 済 の い た る所 で 支 配 して お り,透 明 な デ ィ

ス ク ロー ジ ャーや ガバ ナ ンス の 仕 組 み な どの 「市 場 の 倫 理」 を 軸 に経 済 シ 図 テ

ムが構 成 され て い る。 しか しなが ら,市 場 は 比 較優 位 を 活用 す る仕 組 みで あ り,

極 め て効 率 が 高 い こ とは 聞違 い の な い と ころ で あ る が必 ず し も万 能で な い の は

い う まで もない 。 市 場 の機 能 に限 界 が あ る こ と もま た 多 くの経 験 を して きた こ

とで あ る。 これ は理 論 で 示 され る よ う に市 場 機 能 の 高 さ が現 実 の もの とな ら な

い の は,理 論 で は完 全 競 争 の 仮 定.に加 え,情 報 の 完 全性 が仮 定 さ れ て い る とこ
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うに問題演あった。これまでこの情報の劣位を克服することはほとんど不可能

であったが,新 しい情報ネッ.トワーク技術を中心とした経済は,市 場の持つ欠

点を補いなが ら市場機能と補完的な関係におかれることにより,よ り高次の経

済システムを形成することになる。

これまで資本.主義経済の国々には,市 場経済の欠点を追い続けてきた。市場

をカバーするものとして政府の役割を重視 したのである。市場経済はいうまで

もなく,失 業などの不安定性を内蔵 してお り,こ れが生じる社会的諸問題のコ

ス トは計 り知れない ものであると認識されてきた。これに対 して,1980年 から

90年代は市場化の時代であった。共産主義諸国が崩壊 し市場経済へ移行 しただ

けでなく,そ れまでのヨーロッパにおける社会主義的政策やアメリカの市場原

理へのいわゆる 「反革命」の時代であった。これは,市 場の持つ効率性,フ 土

アネス,開 放性 というた極めて優れた点を追求するものであった。新 しい経済

の時代はこの現代資本主義経済の欠点を情報通信革命で補うことで 「原始資本

主義経済」 とも言 うべ き経済システムへ移行 している。とれを示 したところの

「新 しい産業革命」が始まろうとしている。

VI日 本 に お け る情 報 化 はたして日本は追いつけるめか

日本 が情 報 化 に遅 れ た 第 一 の原 因 は 情 報 技 術 の 大 きな 技術 革新 の流 れ を産 業

と して 組 み立 て る の に遅 れ た た め で あ った 。 ま た,こ れ が,日 本経 済 が長 期 の

不 況か ら立 ち直 れ な い原 因の 一 つ で あ る。 日本 の 場 合,情 報 通信 分野 の遅 れ は

電 電公 社 が 電気 通 信 分 野 を独 占.して い た こ とに よ って い た 。1970年 代 に始 ま っ

た 大技 術 革新 に対 して、 日.本で は昭 和60年 に電 電公 社 が 民営 化 して よ うや く情

報 化 の 道が 開か れ た。 この独 占体 制 の 下 で は1970年 代 か ら始 ま った ア メ リカで

の 情報 通信 革命 は無 縁 の こ とで あ った 。 これ はや が て 行 政 改 革 の 一貫 と して,

「高 度 情 報 化社 会」 へ の対 応 のた め に,昭 和60年 に 電 電 公 社 の 民 営 化 が行 われ

た15)。しか しな が ら,そ の 時 の 国 会 答 弁 で も見 られ て い た よ う に,「 来 るべ ぎ

15)当 時,筆 者も大蔵省主計局の電電担当の主査をしてお り,この関係の作業に没頭させられた。/
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高度情報化社会」へφ対応であった。すなわち,そ の時はまだまだ将来の問題

であ り,先 に述べたように既にアメリカで10年 の先行があったことの認識は全

く.なかった。そして,「来るべき高度情報化」に対応す るため とい うスローガ

ンによって民営化 という政府の方針が定められた。

この経緯を振 り返ると,昭 和57年 に設置された第二次臨時行政調査会は三公

社の民営化を打ち出し,中 曽根改革の中核的政策として民営化が開始された。

三公社改革を軸とした中曽根行革の問題意識には,国 鉄が巨額の税金を金食い

虫であり,22兆 円というその巨額の債務を何 とか増加を防がねばならないとい

う財政上からの緊急の要請があった。このために国鉄の民営化が模索されてい

たが,電 電公社の民営化の場合は反対に何千億円もの納付金を納めており,.経

営の問題がないのになぜ民営化かというような議論があった。

これに対 して,電 電公社内には闇給与.事件の発覚や事業経営の自由度がない

とい う問題に加え,急 速な電気通信技術の高度化のために特に,30万 人を抱え

る電電公社としては極めて非効率な経営を余儀なくされる危惧があった。すな

わち,デ ジタル交換機め導入等によって相当部分の職員がいらなくなるという

問題に直面していた。こめためには,事 業の自由度を上げて電電公社の事業範

囲を拡大して雇用を維持するという必要が生 じていた。もちろん,全 電通(電

電職員の労働組合)は 公務員に準ずる身分を失うことから民営化に反対であっ

た。しかし,労 働条件に関する交渉の権利の自由,技 術の高度化に伴 う雇用の

確保などから国労 と異なり,絶 対反対ではな く条件闘争的な様相であった。さ

らに,電 電公社に関してはその巨大な受注のために電電 ファミリーと呼ばれた

関連企業群があった。これらの企業は民営化 によって既得権益を失 うために,

＼電電公社の監督官庁は郵政省であるが,も ともと逓信 院か ら分離 した電気通信省であ り,昭 和24

年 に公社 に移管す る際,国 会に提 出された法案 では技術的 な側面 ば郵政省,予 算 は大蔵省 とい う

監督の分'業が提案 されていた。 これに対 して,国 会 で二重 の監督 はおか しい とす る意見か ら郵政

省の監督 に一本化されたが,法 案 の成 立の経緯か ら両省で電電.公社 の監督 についての分業が了承

され,予 算 に関 しては大 蔵省が ・貢 して責任 を持つ こととなった。 当時 は電気通信は社会資本の

建設 と見 られ,こ の建設 のための資金調達 という側面が.極めて重要であ った。 この電電公杜の民

営化の経緯に関 しては吉 田[1997]を 参照。
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これらも政治的に電電民営化に対する抵抗 も強かった。 しか しながら,電 電公

社 自身が"INS"を 標語にして,既 に始まった情報化に遅れまいと動 き始める。

特に,中 曽根首相が民間からの起用した真藤総裁が電電公社職員の意識改革に

成功 し,民 営化に大きな進展となる。いずれにせよ日本の電気通信事業 も 「電

信電話」の時代か ら 「情報通信」の時代へようや く動き始めることになる。.

1970年代から始まった情報通信革命のアメリカに遅れること15年であった。た

だ,郵 政省は企業分割を主張 し,電 電公社は非分割を主張してお互いに譲 らな

かった。郵政省は分割 しなければ,ど の様な競争者が登場 しても事実上の競争

は行われず,民 営化の実はあげれないと主張する。もっとも,郵 政省 としても

電電公社 を分割 しないで民営化すれば,電 気通信政策は実質的に民営化後の

NTTが 独占力を使って決めることになってしまう。郵政省はそれまで,電 電

公社の監督官庁であったが,事 実上は何も出来なかったことの悲哀か らの脱却

が昆営化に託した悲願であった。電電公社はネットワークが分断化すれば,通

信分野における効率性,公 平性を確保できないと主張した。さらに,全 電通は

雇用問題から分割に反対の立場を示すことになる。これは競争の結果,雇 用が

減少することを恐れていた。その結果,民 営化法の付帯決議 として経営形態問

題は5年 後に見直す こととされた。

国家独占であった企業体を競争市場を前提としてどのような経営形態 とする

かといった問題は労働組合の問題 も含めて政治的に複雑なものとなる。そこで,

経営形態問題などの解決が遅れたこと,過 剰雇用を保持するNTTの 雇用責任

を守るために規制が続けられ民営化後の規制緩和は実行されたものの期待され

たほどのスピー ドでは進まなかった。経営形態問題も5年 がたった時点で,さ

らに5年 後に見直すこととして問題解決が先送 りされた。それに従って,再 び

検討されたが,決 着せず,よ うや く平成8年 に経営形態問題が 「持ち株会社方

式」による分割が決定し,こ れに伴って規制緩和が急速に進むことになった。

日本での情報通信の自由化が遅れたことによりハー ドとしてのシステムは発

達 したものの,ネ ットワークとしての発展は大幅に遅れることとなった。 日本
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の 場 合,巨 大 な資 金で 通 信 ネ ッ トワ ー ク を張 り巡 らす こ とは 得 意 で あ り,現 実

にそ の 面 で の 進展 は大 きい。 しか しなが ら,通 信 料 金 は ア メ リカの3倍 と言 わ

れ,情 報 通信 に必 要 な ソ フ トの 開発 は ま った く遅 れ て い る。 この 結 果,使 わ れ

て い る通 信 量 は 数 十分 の一 とか 百 分 の一 と言 わ れ て い る。 まだ まだ,情 報 通信

革 命 の入 り口 に入 った状 況 で あ る。 さ らに.,ソ フ トの 遅 れ は深 刻 とな り,ア メ

リカ に対 して 大 き く劣 位 とな る。逆 に,こ の遅 れ ぶ 日本 型 経 営 シス テ ム.を温 存

させ 経 営 シス テ ム,経 済 シス テ ムの改 革 を遅 らせ る こ とに な る。 しか しなが ら,

急 速 な情 報 化 社 会 へ の接 近 は これ まで の 円本 社 会 の全 面 的 な改 革 を余 儀 な くさ

せ る こ と とな る。 この 変 化 を どの よ う に企 業 が採 り入 れ て行 くか が 日本 経 済g・

将 来 に とっ て極 め て重 要 な課.題と な って い る。

通信 の 自由化 とそ の イ ンフ ラ建 設 の 合 意 が で きた ので あ るか ら後 は それ を利

用 す るた め の ソ フ トの 開発 や ビジ ネ.スへ の 活 用 を行 うべ7チ ャー ・ビ.ジネ スが

多 数 出て くる こ とで,日 本経 済 に大 きな可 能 性 が 広 が る こ と にな る。

.特 に,日 本 人 の得 意 分 野 で あ る並列 処理 技 術(現 在 の コ ン ピ ュ ー タ処理 は ノ

イマ ン型 と言 わ れ 信 号 を順 次 処 理 す る方 法 が採 られ て い る が,信 号 を 同時 に 並

列 的 に処理 す る こ とで 処 理 速 度 を上 げ,多 様 で 複 雑 な 情 報 処 理 を 可 能 にす る),

フ ァイ ン ・エ ンジ ニ ア リ ン グ(精 密 技 術 を活 用 す る こ とで 高 度 な 製 品 を作 る技

術),家 電 化 技 術(高 度 な製 品 を一般 家 庭で 使 いや す い よ うに作 り替 え る技術),

な どが 発揮 さ れ れ ば,日 本 も一 気 に世 界 の 水 準 に達 す る こ とは 可 能 に な る 。 た

だ こ こで もハ ー ドの話 で あ る。

問題 は使 う技 術 で あ り,工 場 で 作 る工 業 製 品 よ りもそ れ を使 うた め の ソ フ ト.

の 重 要 性 に 関 して は まだ まだ 認 識 が 薄 い 。 「コ ン ピ ュー タ,ソ フ トな けれ ば唯

の 箱 」 とい う概.念が定 着 しな けれ ば ソフ トの 発 展 は な い 。 これ ま で ソ フ トは タ

ダ とい う困 った慣 習 が あ り,人 の ア イ デ ア を盗 む こ とは 犯 罪 で な い とい う社 会

通 念 が あ る こ とに大 きな 障害 が あ る。 情 報 化 社 会 に と って 必 要 な 基 本 原 理 が 十

分 に成 立 して い な い こ とが 日本 に と って越 え な けれ ば な ら ない 関 門 の 一 つ とな

る。
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情 報 ネ ッ トワー ク の建 設 は重 要 で あ る が,CATV,無 線 な ど既 に あ る ネ ッ

トワ.一クの相 互 利 用,自 由接 続 が 重 要 で あ り,さ らに 通信 ソ フ ト,通 信 の利 用

ソ フ トの 開発 が 必 要 に な って くる。 これ らの 多 くは大 企業 の分 野 で は な く,べ.

ンチ ャー ・ビジ ネ ス の分 野 で あ るが,こ れ らを育 て る仕 組 み が 弱 い こ とが また

問題 とな る。 また,そ の た め に必 要 な 人材 の教 育 も不 十 分 で あ り,京 都 大 学 で

も平 成10年 にや っ と 「情 報 学研 究科 」 が で き高 度 な研 究 者,技 術 者 の 本 格 的 な

養 成 もや っ と始 ま った ばか りで あ る。 専 門家 の 間で は常 識 にな って お り,そ れ

が 実 施 され な けれ ば 日本 が 大 き く遅 れ る こ とが 分 か って い て も既 得 権 問 題 の 解

決 や特 に社 会 一般 で の理 解 が え られ な けれ ば 実 施 で きな い 。 日本 は 全 て の 人 々

の合 意 が とれ な い 限 り何 もで きない とい う非 常 に まず い 「民 主 主 義 」 の社 会 で

あ り,専 門家 が合 意 す れ ば す ぐに実 行 で き る ア メ リ カの 民 主 主 義 とは大 きな違

い に な る。

VII日 本型経営システムの改革

バ ブ ル崩 壊 後 の 長 期 不 況 の 中 で,日 本 型経 営 シ ス テ ムが 多 くの局 面 で 矛 盾 が

目立 つ よ うに な る。 こ こで,日 本 型経 営 シ ス テ ム の見 直 しが 行 わ れ る こ と に な

り,そ の 軸 と して 情 報 ネ ッ トワー ク の活 用 が 注 目 され る こ と に な る。

先 に述 べ た よ うに,ア メ リカ で情 報 技 術 が 大 き な革 新 を もた ら した の は』ア メ

リカ企 業 の 経 営 シス テ ム を 本 質 的 に変 え る こ と に な った か らで あ った 。 アメ リ

カ経 済 は 市 場 を 軸 に競 争 に よ っ て生 産 性 を上 げ る こ と を行 って きた 。 この た め

に,企 業 の 内外 で の取 引 は ス ポ ッ ト的 な取 引 とな り,日 本 の よ うに取 引者 が 十

分 に情 報 交換 を行 っ て協 力 を生 み 出 しなが ら生 産性 を 上 げ,顧 客 の必 要 とす る

製 品 を 生 産す る とい う形 に対 し劣 位 にあ った 。 日本企 業 は企 業 内外 で 労 使 の 協

調,企 業 間 の協 力 に よ って 生 産 性 を.ヒげ,晶 質 を確 保 す る こ とが 最 近 まで の 日

本企 業 の有 利 な点 で あ った 。.

これ に対 して,ア メ リカ企 業 は この情 報 技 術 を利 用 して 情 報 ネ ッ トワー クを

構 築 し,情 報 を共 有 化 し,生 産性 を上 げ,顧 客 ニ ー ズ に対 応 で き る シス テ ム を
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構築 した。情報通信を利用 して世界的な広が りの中で,生 産を行うことが可能

になった。マレーシアで台湾の部品を使って生産し,そ れを東京で販売すると

いらた業務をアメリカの本社で完全に操作することが可能になったわけであう。

これにアメリカに得意の独創的な技術を結び付け,し か も戦略的な経営判阿を

行 っ て利 益 をあ げ る こ とを 情 報技 術 に よ って可 能 に した ので あ る。

逆 に,日 本 に お け る情 報 化 の 遅 れ の 大 きな原 因 は 日本 型 経 営 シス テ ム の本 質

で あ る 「情 報 の共 有 」 を重 要 視 す る体 制 そ の もの に 問題 が あ っ た 。す なわ ち,

電 子 ネ ッ トワー ク に よ る情 報 シス テ ムは 不 要 とな る 。全 く,シ ス テ ム が な い と

ころ に新 た に導 入す る場 合 に は問 題 を生 じな い が,既 に 同様 の シス テ ムが 存 在

す る と新 しい シス テ ムが 発 展 しない とい う問 題 が 起 こ る。 これ ま で,大 量 の会

議 資 料 を作 り,そ の た あ に稟 議 制 度 で ボ トム ア ップの ス タ イ ルで 情報 を 集 約 化

し,経 営 を判 断 して 行 くシ ステ ムが あ る とき に は新 しい シス テ ムの 導 入 は コス 『

トア ップ を引 き起 こす だ けで あ り,既 に そ の業 務 を行 って い る職 員 の 解 雇 もで

きな い。 また,そ れ を利 用.して い る ト ップ経 営 者 は新 た にそ の 操 作 や 利 用 方 法

に 関 して勉 強 しな けれ ば な らな い 。 と ころ が,現 実 に長 時 間 の会 議 を必 要 と し

て い る状 況 で 勉 強 す る こ と ぼ事 実 上不 可 能 で あ り,同 時 に そ の よ うな負 担 を行

うた め に 犠牲 を払 うこ とは あ り得 ない 。 この よ うな 移行 の た め の 費用 は巨 額 で

あ り,特 に,日 本 で は以 前 の シ ス テ ムの 方 が 効 率 的 で あ る こ とは導 入 の イ ンセ

ン シ テ ィ ブを な く し移 行 期 間 中 は,二 重投 資 に な る とす れ ば短 期 的 に 費用 が か

さむ こ とか ら導 入 が遅 れ る の も必 然 性 が あ る。 この よ う に,短 期 的 に電 子 的 な

ネ ッ トワー クの 導 入 は 非効 率 的 で あ り,費 用 が か か る こ と と と な る。 しか も現

実 にい る経 営 者,.職 員 が新 シス テ ム を直 ち に は使 え ない と な る と導 入 は デ ィ メ

リ ッ トに さ え な る。

日本 で は市 場 に お け る競 争 とい う概 念 は企 業 に よ る利 潤 追 求 と理 解 され,こ

れ は 「人 々 は商 品 と し ての 労 働 を管 理 さ れ る ζ とに な り,労 働 に喜 びの 見 つ け

れ な い疎 外 を生 じる」 との 信 念 を持 つ こ とに な る 。 そ して,こ れ ら の問 題 を解

決 す る た め に政 府 が 活 用 され る こ と とな った 。 しか し,多 くの実 験 の結 果,政
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府 は 基 本 的 に社 会制 御 す る ほ ど の情 報 を入 手 で きず 問題 を解 決す る能 力が な い

こ とが次 第 に 明 らか に な っ た。 こ こか ら近 年 で は 「市場 」 に戻 ろ う とい う 「反

革 命」 の 時代 とな っ た ので あ る。 そ して,ま た これ も成 功 したか とい え ば そ う

で な い 。 しか.し,「 市 場 」 は 「政 府 」 よ りま しで あ る こ と は多 くの 人 の 共 通 認

識 とな っ た。.

こ こで,日 本 型 経 営 シ ステ ム.は政府 で も市 場 で もない 第 三 の方 法 と して 極 め

て優 れ た側 面 を持 って い た 。 す な わ ち,日 本 型 経 営 シ ス テ ム構 築 の模 索 も この

「市 場 原 理 」 か らの 離 脱 を い か に 図 るか とい う側 面 を有 して い た 。 しか し,言

う まで もな く,こ れ も万 能 で な く,特 にバ ブ ル崩 壊 後 多 くの 問 題 点 を 露呈 す る

こ と と な った 。 日本 型経 営 シス テ ム の持 つ ア ドバ ンテー ジを残 しつ つ,改 革 し

.て 行 く こ とが 求 め られ る こ とに な る。 しか し,こ れ を実行 す る こ とは極 め て難

しい こ とに な る。 いわ ゆ る 良 い と こ取 りを しょ う と して も,そ れ に矛 盾 が あ れ

ぼ,実 行 で きな い こ とに な る。

この よ うな現 在 の 閉塞 状 況 にあ る 日本経 済 を救 う唯 一 の手 段 と して情 報 化 が

注 目さ れ る こ と に な る。 日本 型 経 営 シ ス テ ム の 見 直 しの 軸 と して 情 報 ネ ッ ト

ワー ク の活 用 が 注 目 され る こ とに な る。 日本 型 経 営 シス テ ムの 解 決 す べ き諸 問

題 の 中で も,も っ と も緊急 に変 え る必 要 のあ る とこ ろ は,シ ス テ ムの 開 放 化 で

あ る。 日本 型 経営 シス テ ム は 互助 的 な組 織 で,し か もお 互 い に 情 報 を持 ち 合 っ

て協 同 で 組織 化.して行 く こ とに あ った 。 従 って,限 られ た グル ー プ の 中 で の み

有効 な組 織 で あ り,閉 鎖 的 に な らざ る を えな い 。 この シス テ ム の 開 放 化,企 業

の 内外 の 開放 化が 情 報 化 社 会 を構 築 す る一 つ の 重 要 な 要 素 とな る 。 す なわ ち,

.アメ リ カで 実 現 した よ うな オー プ ンな シス テ ム の構 築 が大 きな 課題 とな る。 で

きる限 り情 報 を公 開 して,よ り広 い 範 囲 と共 通 の情 報 を もっ て協 同 的作 業 を行

う こ と は 可 能 で あ ろ う。 また,内 部 情 報 を直 接,外 部 と交 換 で き るの は情 報

ネ ッ トワ ー クの 基 本 的 な特 徴 で あ る 。

この た め に は,日 本 企 業 を 支 配す る 多 くの不 文 律 で 不 統 一 な 情 報 を定 式 化 し

て 外 部 に も理 解 の で きる もの と して い くこ とが 必 要 に な る。先 に述 べ た 日本 型
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CALSが 求 め られ る こ と に な る。 この よ う な作 業 を行 え ば,不 安 定 で ア ド

ホ ック な判 断 が 中心 と な って い る シス テ ム の不 合 理 性 を克 服 す る こ とが で き る。

しか し,企 業 内 にお け る情 報 の 共有 は非 常 に微 細 な もの まで 含 み,ま た 柔軟 性

を持 って い る と こ ろが ポ イ ン トで あ るが,こ れ が 外 部 との 統 ・一化 とな る と難 し

い 問 題 を持 つ こ とに な る。 とは い う もの の何 らか の 統 一 化 が 行 な わ れ な け れ ば,

前 進 はな い 。 まず は そ の様 な研 究 をサ ポ ー トす る こ とが,求 め られ る こ とにあ

る。

労 働 市 場 が 成 立 して い ない 日本 経 済 で は,一 方で 過 剰 で も,他 方 で は不 足 す

る こ とは全 く普 通 の こ とと な る。 こ こで,過 剰 労 働 力 を市 場 へ 放 出す れ ば,人

材 の不 足 す る企 業 は これ を雇 用 す る こ とで ミス マ ッチ の解 消 が 実 現 す る。 しか

しなが ら,市 場 を通 じる方 法 が必 ず しも有 効 で ない こ と も明 か で あ る。 これ は

ネ ッ トワ ー ク 間の 交 流 に よ る広 い ネ ッ トワー クを形 成 す る こ と を通 じて 解 決 す

る以 外 に方 法 が な い 。

まず,必 要 とさ れ るの は,雇 用,人 材 に関 す る情 報 で あ る。企 業 内 に 余 力 と

な って い る人材 な どにつ い て の情 報 の 一 部 を公 開 す る こ とで,他 の 新 規企 業 や

新 しい 分野 の進 出 を試 み る企 業 に人 材 を提 供 す る こ とが 可 能 に な る。 どの よ う

な 人材 が過 剰 で,ど の よ うな人 材 が 不 足 して い るか の情 報 は この ネ ッ トワ ー ク

間 で の交 流 に必 要 な もの で あ る.こ の た め に,パ ソコ ンネ ッ トワ ー ク な ど の通

信 ネ ッ トワー ク を開 発 す る こ とが 求 め られ る 。 電子 伝 言 板 と殆 ど 同 じ構 造 で す

む ので あ る か ら,企 業 ・人材 派遣 会 社 ・VAN業 者 の組 み合 せ で い か よ う に も

作 る こ とが 可 能 にな ろ う。

ア メ リ カで は い わ ゆ る人 材 派 遣 会 社 が100万 入 単 位 の規 模 で 個 人 の 求職 企

業 の 求 人 情 報 を そ れ ぞ れ の 能力,キ ャ リア,意 志 の 種 類,レ ベ ル に関 して 詳細

な デ ー タを 蓄積 して交 換 して い る。 これ に よ って,個.人 が よ りよ い職 を 求 めれ

ば 直 ち に 紹 介 で き,企 業 が 人 材 を求 め れ ば そ れ に該 当 す る求職 者 を探 す こ とが

で きる 。 これ ら はす べ て情 報 通 信 革 命 に よ る膨 大 な デ ー タ処 理 に よ っ てか つ て

の 市場 に よ る ミス マ ッチ を解 消 す る こ とに な る 。
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ま た,日.本 の国 際 競 争 力 の 高 さ の背 景 に は工 作 機 械 な どの イ ンテ リジ ェ ン ト

化 が あ った 。 しか し,時 代 は す で に ネ ッ トワー ク化 に進 んで い る。 す なわ ち,

CIM間 で ネ ッ トワー クの 構 築 を 目指 す こ と も重 要 な こ と と な る。 多 くの企 業

で 採 用 さ れ て い るFMSシ ス テ ム の コ ン ピ ュー タ統 御 を 進 め,そ れ を ス タ ン

ダー ド化 す る こ とで各 シス テ ムを 通信 で 結 び 付 けCIMネ ッ トワ ー ク を構 築 す

る こ とがで きる。 お互 い の生 産 シ ステ ムを 自由 に 自社 と同 じ条 件 で 使 うこ とが

で きる よ うにす れ ば,よ り効 率 的 な生 産 が 可 能 にな る。 景 気 変 動 が 起 こっ て も

労 働 者 の移 動 の小 さい 日本 型 経 営 シス テ ムを 維持 しなが ら余 剰 生産 力 を活 用 す

る こ とは大 きな安 定 化 につ なが る こ と にな る。 そ して,余 剰 力 生 産力 が 売 買 さ

れ る こ とは 資源 の効 率 配 分 につ なが る。 また,一 定 の 条件 で 企 業 間 ネ ッ トワー

クに 参 画す る こ とが 認 め られ る とす れ ば,新 し く企 業 を起 こす 人 は極 め て低 い

価 格 で しか も最 高 の技 術 を利 用 し て産 業 に参 入 す る こ とが可 能 に な る。 これ は

資 源 の 有 効 活 用 で あ り,同 時 に 経 済 に ベ ンチ ャー な ど の ア ン トレプ レヌ ー ル

シ ップ を 導 入す る こ とと な り,望 ま しい 自由 で 活 達 な経 済 シス テ ムを構 築 で き

る こ とに な る 。

この よ うに,各 企 業 の経 営 は それ ぞ れ の 独 自の 経 営 を 維持 しな が ら緩 い結 合

を 広 げ る こ とで よ り大 き な ネ ッ トワ ー ク を形 成 す る こ と にな る。 これ は 閉塞 状

況 に あ る大 企 業 に とっ て も,新 た な発 展 の 可 能 性 を作 る。 近 年,分 社 化 に よ っ

て 企 業 経 営 の 効 率化 を 図 っ て い るが,こ れ を仮 想 分 社 化 し..各 部 門 ご とg関 係,

本 部 との 関 係 を 緩 くす る こ とで,オ ー プ ン な ネ ッ トワー クへ と変 革 で きる 。各

部 分 の 経 営 の 自立性 を高 め る こ とで,他 の 部 門 との 自律 的協 調 を 高 め,市 場 や

外 部 ネ ッ トワー クへ の ア ク セ ス を容 易 に しオ ー プ ン な もの とす る こ とがで きる 。

こ こで,ネ ッ トワー クの メ タ ・ネ ッ トワ ー ク(上 位 ネ ッ トワー ク〉 とな る大 企

業 自身 も独 自の ネ ッ.トワー ク と して の機 能 を持 つ 。 す なわ ち,各 部分 は,緩 い

日本 型 経 営 シ.ステ ム の性 質 を持 ち なが ら,独 自 の個 性 的 な ネ ッ トワー ク とす る

こ と とな る。

この よ うに,情 報 や 経 営 資 源 の 交 流 を通 じて,企 業 側 で は 新 しい異 質 な情
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報 ・経営資源を手に入れることがで きれば,こ れを活用 しながら経営者の個性

によって運営 して行 くことが可能になる。 日本型経営システムで個性的な経営

が難 しいのは,経 営者の個性にあわせて情報や経営資源をチ ョイスできなかっ

たことによるg

日本経済の閉塞状況を打破 して行 くためにはこの情報化技術をいかに活用 し

て経済 システムの改革を行 うかにかかっているといえよう。それを続伸するた

めにはベンチャー ・ビジネスのような新しい経済の仕組みも求められる所であ

るD

情報化 と日本型経営システみは代替的であり」情報化の導入は即,日 本型経

営システムの改革を意味している。情報技術を生か した日本型経営システムを

いかに構築するかが今後の課題となるのは当然のこと.である。

VIII情 報経済学の可能性

ア メ リカで は1970年 代 か ら既 に始 ま った情 報 通 信 革命 は経 済 シス テ ムそ の も

の を変 えつ つ あ る。 ア メ リ カに お い て は電 気 通 信 が 自 由化 され る と同 時 に通信

機 能 を持 った コ ン ピ ュー タの発 達 が あ っ た。 グ ロー バ ルで の 通信 ネ ッ トワー ク

は既 に冷 戦 の シス テ ム と して軍 の 中 に は構 築 され て い た 。通 販 シス テ ムが 一 般

的 で あ った こ とが パ ソコ ンネ ッ トワー ク販売 に置 き換 わ り,イ ン ター ネ ッ ト ・

ビ ジネ ス に変 化 してい る。 直接 金融 市場 が発 達 して お り,こ れ が 軸 に な って 情

報 通 信 と結 びつ き,金 融 革 命 を 引 き起 こ した 。NASDAQも 情 報 通 信 と ベ ン

チ ャー ・ビジ ネ スの発 達 が結 びつ い た もので あ る。 多 国 籍 企 業 が 外 国 で 生 産 す

る こと 自身,ま った く普通 の こ とで あ っ たが,情 報 通 信 と結 び つ き外 国 の 生 産

を含 め た サ プ ラ イ ・チ ェー ンが 構 築 され て い る。 まさ に,既 に あ った経 済 シ.ス

テ ムに情 報 通 信 革 命 が 組 み 合 わ さ る こ とで 新 しい シス テ ム に 移行 した の で あ る。

と ころ が,日 本 の経 済 シ ス テ ム に は この様 な 情 報 革 命 を 活用 す る前 提 に な る

シ ステ ムが 存 在 しない 。 む しろ,市 場 原 理 で は解 決で きなか っ た諸 問題 を 日本

型経 営 シス テ ム に よ って 解 決 しよ う と して きた。 これ が 市 場 の不 完 全 性 を情 報
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通 信 で 解 決 し よ う とす る後 ほ ま った く違 った 方 向 とな った 。 そ して,今 日巨大

な格 差 が 日米 間 で生 じて しま った。 ここで 日本 で も情 報 通信 技術 の 導 入 に よ り

新 しい 日本 型経 営 シス テ ム の模 索 が 必 要 とな る。

現 在 起 こ って い る革 命 的 な変 化 は,「 経 済 シ ス テ ム の 効率 化 の た め に情 報 通

信 技 術 を活 用 す る」 とい う段 階か ら 「情 報 通 信 技 術 が 経 済 シ ステ ムを 変 え る」

とい う状 況 に移 行 して い る。 これ まで 経 済 学 は現 実 の経 済 シ.ステ ムの 変 革 を 追

いか け て,そ の シ ステ ムの 合 理性 の解 明 を行 って きた。 もち ろん,そ の 作 業 を

行 う過 程 で,そ の シ ス テ ム改 革 に指 針 を与 え,改 革 を促 進 して きた 。 今 日の 情

報 通 信 分 野 に お け る技 術 革 新 の ス ピー ドは著 し く,通 信 速 度 は ギ ガ ◎09)か

らテ ラ(10エ2)の 世 界 に移 行 す る。 コ ンピ ュ ー タは クロ ックの 速 度 は ます ます

速 くな り,メ モ リー もメ ガか ら ギ ガへ と移 行 す る。 量 子 メ モ リーや バ イ オ メモ

リー とな れ ば計 り知 れ ない 容 量 を持 つ こ とに な る。 ネ ッ トワニ クの能 力 は桁 違

い に 大 き くな る こ とが 予 想 され て い る。 これ が 今進 みつ つ あ る産 業 革 命 を促 進

す る こ とに 関 して は 間違 い が ない 。 た だ,そ れ が何 を もた らす か は ます ます 未

知 の もの に な りつ つ あ る。 ただ,技 術 は ビ ジ ネ ス に結 びつ い て始 め て社 会 に変

革 を 与 え る こ とに な る。 そ して,新 しい状 況 に対 応 して経 済 シス テ ム は常 に変

革 が 求 め られ る こ と に な る。 こ の新 しい 状 況 に 対 応 して,新 しい 「情 報 経 済

学 」 が構 築 さ れ,そ れ が 経 済 シ ス テ ムの 改 革 に寄 与 す る よ うな ものが 求 め られ

ね ば な らな い 。
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